
令和６年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用した事業の実施による効果・検証について （単位:円）

2 台東区物価高騰支援給付金(住民税均等割の
み課税世帯)

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。

②低所得世帯への給付金及び事務費
　令和６年度住民税均等割のみ課税世帯への給付費　2,900世帯×30千円
　事務費　7,746千円
【内訳】　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料　人件費

③低所得世帯の給付対象世帯数（2,900世帯）

77,190,000 6,674,000 【１】効果・成果
  申請書類発行件数　 2,567件
  支給件数           2,449件
　給付率　　　95.4％

【２】決算額
　給付費　 　　　 77,190,000円

【３】検証(評価)
　物価高の影響を受けやすい低所得者に給付金を支給することにより、家計の負担を軽
減する一助となった。

企画課

3

交付金充当額

介護・障害福祉サービス等事業者物価高騰緊
急支援（介護分）

①原油価格等の高止まりにより電気、ガス、燃料費等の負担が増大している台東区内において、介護・障害福
祉サービス等事業所を運営する事業者に対して支援金を交付することにより、当該事業所の事業の継続を支援
することを目的とする。

②負担金補助及び交付金　　32,425,000円（介護分）
　ア：訪問系事業者
　　140,000円×101事業者＝14,140,000円
　イ：通所系事業者
　　225,000円×16事業者＝3,600,000円
　ウ：地域密着型サービス事業者
　　225,000円×15事業者＝3,375,000円
　エ：グループホーム等事業者
　　390,000円×9事業者＝3,510,000円
　オ：施設系サービス事業者（区立）
　　900,000円×6事業所＝5,400,000
　カ：施設系サービス事業者（民間）
　　600,000円×4事業所＝2,400,000
※東京都実施「令和6年度介護サービス事業所燃料費高騰緊急対策支援金」の交付がある場合は、支援金の額を
除いた金額を助成する。

③令和6年10月1日時点において、以下の事業を区内で運営している法人であって、令和６年１２月１日以降継
続して事業を運営し、かつ、今後も事業を継続する意思のある事業者とする。
訪問介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、福祉用具貸与、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対
応型訪問介護、居宅介護支援、認知症対応型共同生活介護、小規模多機能型居宅介護、地域密着型通所介護、
訪問入浴介護、通所介護、通所リハビリテーション、介護老人福祉施設、介護老人保健施設

28,012,800 2,422,000 【１】効果・成果
　申請事業者数：121事業者
　助成金額：28,012,800円
　
【２】決算額
　28,012,800円
【内訳】
　負担金補助及び交付金：28,012,800円

【３】検証(評価)
　原油価格等の高止まりにより、電気、ガス、燃料費等の負担が増大している介護・障
害福祉サービス等事業者に、光熱費等の上昇分の一部相当額を時限的に助成すること
で、事業者負担を軽減し、サービス提供体制の維持を図ることができた。

①効果・成果
(具体的に数値等を記載)
②決算額
③検証(評価)

担当課No. 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的
②交付金を充当する経費内容
③事業の対象(交付対象者、対象施設等）

総事業費

1 台東区家計支援特別給付金
（給付金・定額減税一体支援）

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。

②低所得世帯への給付金及び事務費
【令和５～６年度に実施した給付金額（累計）】
令和５年度均等割のみ課税世帯　　　209世帯× 70千円、
令和５年度均等割のみ課税世帯　　2,267世帯×100千円、
               　子ども加算　    2,403人× 50千円、
令和６年度非課税化世帯　　　　　5,001世帯×100千円、
令和６年度均等割のみ課税化世帯　1,041世帯×100千円、

定額減税を補足する給付の対象者　 33,404人　(752,850千円）
【事務費額】
　117,612千円
【内訳】需用費（事務用品等）、役務費（郵送料等）、業務委託料、人件費、その他

③低所得世帯等の給付対象世帯数（8,518世帯）、
　定額減税を補足する給付の対象者数（33,404人）

【１】効果・成果
申請書類発行件数　　30,660件
【R5非課税】　  　　     273件
【R5均等割】　      　    40件
【R5こども】　　         212件
【R6非課税・均等割】   6,743件
【R6こども】　           338件
【調整給付】   　   23,054件
支給件数　　　　　 　 29,328件
【R5非課税】　 　　　    868件
【R5均等割】　 　　　　   75件
【R5こども】　　　　　    73件
【R6非課税・均等割】   6,042件
【R6こども】　 　　　    460件
【調整給付】 　　     21,810件
　   給付率　　　95.7％
【２】決算額
給付費　   　1,449,890,000円
【R5非課税】　  60,760,000円
【R5均等割】　 　5,430,000円
【R5こども】　　 3,650,000円
【R6非課税・均等割】604,200,000円
【R6こども】　  23,000,000円
【調整給付】   752,850,000円
事務費　　　　　 162,636,454円
　時間外勤務手当　 3,342,012円
　旅費　　　　　　　　 1,204円
　消耗品費　　　　　　61,046円
　役務費　        9,344,961円
　委託料      　149,887,231円

【３】検証(評価)
　物価高の影響を受けやすい低所得者に給付金を支給することにより、家計の負担を軽
減する一助となった。

企画課

1,612,526,454 1,397,063,000

介護保険課
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令和６年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用した事業の実施による効果・検証について （単位:円）

交付金充当額

①効果・成果
(具体的に数値等を記載)
②決算額
③検証(評価)

担当課No. 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的
②交付金を充当する経費内容
③事業の対象(交付対象者、対象施設等）

総事業費

4
介護・障害福祉サービス等事業者物価高騰緊
急支援（障害福祉分）

①物価高騰により電気、ガス、燃料費等の負担が増大している台東区内において、介護・障害福祉サービス等
事業所を運営する事業者に対して、都が実施する物価高騰緊急対策事業に組み合わせる形で支援金を交付する
ことにより、当該事業所のサービス提供の継続を支援することを目的とする。

②
■負担金補助及び交付金　　2,600,000円（障害分）
 送迎なし　@140,000×12事業者-都交付額824,960=855,040
 送迎あり　@225,000×14事業者-都交付額1,405,932=1,744,068
※上記基準額より東京都実施「令和６年度障害者施設等物価高騰緊急対策支援金の交付決定額を除いた金額を
助成する。
■役務費　　　　　　　　　9,000円
交付決定通知書等郵送代

③令和６年１０月１日時点において、障害福祉サービス等を区内で運営している法人であって、令和６年１２
月１日以降継続して事業を運営し、かつ、今後も事業を継続する意思のある事業者とする。

1,824,285 158,000

【１】効果・成果
　申請事業者数：17事業者
  ※精神含む
　助成金額：1,815,888円

【２】決算額　1,824,285円
【内訳】
　　　役務費           8,397円
　　　負担金補助及び交付金
　　　　　　　　　　1,815,888円

【３】検証(評価)
　物価高騰の影響により、サービス提供に必要な経費が増大している介護・障害福祉
サービス等事業者に、光熱費等の上昇分の一部相当額を時限的に助成することで、事業
者負担を軽減し、サービス提供体制の維持を図ることができた。

障害福祉課

5 中小企業物価高騰緊急支援

①原油価格・物価高騰等の影響を受けている中小企業の資金繰りを支援し、経営の安定化を図るため

②
■利子補助　　　　 89,560千円
■信用保証料補助　214,808千円
※現在実施している融資実績等を勘案し算出
・台東区経営持続化特別資金：融資限度額500万円、貸付期間8年以内（うち据置期間12か月以内）、貸付金利
2.0％以内（本人負担0%）、信用保証料全額補助
・新型コロナウイルス感染症対策借換特別資金：融資限度額5,000万円、貸付期間10年以内（うち据置期間12か
月以内）、貸付金利1.8％以内（本人負担：当初5年0%、6年目以降0.3％）、信用保証料全額補助
・台東区経営安定化借換特別資金：融資限度額　融資実行となった新型コロナウイルス感染症対策借換特別資
金の融資残高と新規運転資金（上限500万円）の合算金額以内、貸付期間10年以内（うち据置期間24か月以
内）、貸付金利1.8％以内（本人負担：当初5年0％、6年目以降0.3％）、信用保証料全額補助

③区制度融資利用者

144,808,172 12,520,000

【１】効果・成果
 利子補助　　　：565件
 信用保証料補助：585件

【２】決算額
　144,808,172円

【３】検証(評価)
 原油価格・物価高騰等で厳しい経営状況に置かれている中小企業の資金繰りを支援する
ことができた。

産業振興課

6 商店街物価高騰緊急支援

①物価や電気料金高騰の影響を受けている商店街に対し、商店街が所有する街路灯等にかかる経費において、
街路灯等電灯料補助の拡充を図り、商店街活動の支援を実施する。

②商店街が所有する街路灯・アーケード・アーチ等にかかる令和６年１月から１２月に支払った電灯料につい
て、10分の10（現行3分の2）、補助限度額60万円（現行30万円）の補助

③台東区商店街の届出に関する取扱要領に定める商店街名簿に登載された商店街のうち、街路灯・アーケー
ド・アーチ等を所有する商店街

10,162,160 879,000

【１】効果・成果
 電灯料補助：74件

【２】決算額
　10,162,160円

【３】検証(評価)
物価や電気料金高騰で厳しい運営状況に置かれている商店街活動を支援することができ
た。

産業振興課

1,874,523,871 1,419,716,000合計
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